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厚
生
労
働
省
は
九
月
一
二
日
、「
平
成
二
六

年
版
労
働
経
済
の
分
析（
労
働
経
済
白
書
）」

を
発
表
し
た
。
白
書
は
、
そ
の
第
一
章
で
雇

用
・
失
業
、
賃
金
、
労
働
時
間
、
物
価
・
勤

労
者
家
計
、
労
使
関
係
な
ど
、
二
〇
一
三
年

に
お
け
る
「
労
働
経
済
の
推
移
と
特
徴
」
に

つ
い
て
分
析
し
て
い
る
。
ま
た
、「
人
材
力
の

最
大
発
揮
に
向
け
て
」を
副
題
に
設
定
。「
人

材
こ
そ
が
日
本
が
世
界
に
誇
る
最
大
の
資
源

で
あ
る
」
な
か
、
労
働
者
を
育
成
し
、
そ
の

就
労
意
欲
を
引
き
出
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
企

業
の
成
長
へ
と
つ
な
げ
て
い
く
「
人
材
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
の
動
向
・
課
題
」（
第
二
章
）
や
、

職
業
経
験
を
通
じ
て
能
力
を
高
め
、
安
定
し

た
生
活
を
送
る
た
め
の
「
職
業
生
涯
を
通
じ

た
キ
ャ
リ
ア
形
成
」（
第
三
章
）
な
ど
を
取
り

上
げ
て
い
る
。

　

す
べ
て
の
人
材
が
能
力
を
高
め
、
そ
れ
を

存
分
に
発
揮
で
き
る「
全
員
参
加
の
社
会
」を

構
築
す
る
に
は
、
い
か
に
働
き
手
の
数（
量
）

を
確
保
し
、
労
働
生
産
性（
質
）を
向
上
さ
せ

れ
ば
良
い
の
だ
ろ
う
か
―
―
。
そ
う
し
た
問

題
意
識
で
さ
ま
ざ
ま
な
観
点
か
ら
分
析
を
行

い
、「
多
様
な
労
働
者
に
積
極
的
な
雇
用
管
理

を
行
い
、
就
労
意
欲
を
引
き
出
す
人
材
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
が
、
企
業
を
成
長
さ
せ
る
と
と
も

に
、
我
が
国
の
経
済
成
長
を
高
め
て
い
く
」

「
持
続
的
な
職
業
キ
ャ
リ
ア
を
通
じ
た
人
的

資
本
の
蓄
積
に
よ
っ
て
職
業
能
力
を
高
め
る

こ
と
が
、
人
々
の
職
業
生
活
を
安
定
さ
せ
る

と
と
も
に
、
我
が
国
の
経
済
社
会
の
基
盤
を

強
固
に
し
て
い
く
」
な
ど
と
提
言
し
て
い
る
。

 

第
一
章
よ
り

着
実
に
改
善
し
た
雇
用
情
勢

　

日
本
経
済
は
、
二
〇
〇
八
年
秋
の
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
で
急
速
に
悪
化
し
た
後
、
二
〇

〇
九
年
初
頭
に
底
入
れ
し
て
持
ち
直
し
に
転

じ
、
二
〇
一
一
年
の
東
日
本
大
震
災
に
よ
る

一
時
的
な
落
ち
込
み
を
乗
り
越
え
、
増
勢
を

維
持
し
て
き
た
。
二
〇
一
二
年
年
央
か
ら
欧

州
政
府
債
務
危
機
に
伴
う
世
界
景
気
の
減
速

等
に
よ
り
弱
い
動
き
も
み
ら
れ
た
も
の
の
、

二
〇
一
三
年
に
入
り
経
済
政
策
へ
の
期
待
等

か
ら
株
高
が
進
行
。
家
計
や
企
業
の
マ
イ
ン

ド
の
改
善
に
伴
い
、
内
需
が
牽
引
す
る
形
で

景
気
が
持
ち
直
し
に
転
じ
、
足
下
は
緩
や
か

な
景
気
回
復
基
調
に
あ
る
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
完
全
失
業
率
は
二
〇
一

三
年
六
月
に
、四
年
八
カ
月
ぶ
り
に
四
・
〇
％

を
下
回
り
、
有
効
求
人
倍
率
も
一
一
月
、
六

年
一
カ
月
ぶ
り
に
一
倍
を
超
え
た
。
直
近
の

二
〇
一
四
年
七
月
の
有
効
求
人
倍
率
は
、一
・

一
〇
倍
と
六
月
に
続
き
二
二
年
ぶ
り
の
水
準

と
な
っ
て
い
る
。
白
書
は
「
今
回
の
景
気
回

復
局
面
は
、
過
去
の
景
気
回
復
局
面
と
比
較

し
て
、
所
定
外
労
働
時
間
だ
け
で
な
く
就
業

者
数
が
増
加
し
た
こ
と
が
大
き
な
特
徴
」
と

指
摘
す
る
（
図
１
）。
厚
生
労
働
省
「
毎
月

勤
労
統
計
調
査
」
や
総
務
省
統
計
局
「
労
働

力
調
査
」、
経
済
産
業
省
「
鉱
工
業
指
数
」

や
「
全
産
業
活
動
指
数
」「
第
三
次
産
業
活
動

指
数
」
を
も
と
に
、
生
産
と
労
働
投
入
の
関

係
に
つ
い
て
分
析
し
た
結
果
に
よ
る
と
、
今

回
の
局
面
の
特
徴
は
、
過
去
の
景
気
回
復
局

面
よ
り
「
製
造
業
の
就
業
者
数
の
減
少
が
小

幅
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
」
や
、「
非
製
造

業
で
活
動
水
準
が
大
き
く
高
ま
る
な
か
労
働

投
入
も
増
加
し
て
お
り
、
中
で
も
就
業
者
数

が
大
き
く
増
加
し
て
い
る
こ
と
」
に
あ
る
と

い
う
。

　

一
方
、
雇
用
者
数
に
つ
い
て
も
、
二
〇
一

三
年
は
前
年
差
約
五
〇

万
人
増
と
、
六
年
ぶ
り

に
大
き
く
増
加
し
た
。

こ
れ
を
産
業
別
に
み
る

と
、
高
齢
化
に
伴
い
労

働
需
要
が
増
加
し
て
い

る
「
医
療
、
福
祉
」
や

「
卸
売
業
、
小
売
業
」

に
加
え
、
円
安
方
向
へ

の
動
き
を
背
景
に
外
国

人
観
光
客
が
増
え
た

「
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー

ビ
ス
業
」
で
の
増
加
が

顕
著
と
な
っ
て
い
る
。

「
医
療
、
福
祉
」「
卸
売

業
、
小
売
業
」「
宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
」
に
お
け
る
増
加
は
、
主

に
非
正
規
雇
用
に
よ
る
も
の
だ
が
、「
医
療
、

福
祉
」
や
「
卸
売
業
、小
売
業
」
に
つ
い
て
は
、

正
規
雇
用
も
増
加
し
て
い
る
点
が
特
徴
。
さ

ら
に
、
職
業
別
に
み
る
と
「
運
搬
・
清
掃
・
包

装
等
従
事
者
」
の
ほ
か
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
や

飲
食
物
調
理
と
い
っ
た
「
サ
ー
ビ
ス
職
業
従

事
者
」「
事
務
従
事
者
」
で
大
き
く
増
加
し
て

い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

そ
の
う
え
で
、
雇
用
者
数
の
推
移
を
雇
用

形
態
別
に
み
る
と
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
は

緩
や
か
に
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
正
規
雇

用
労
働
者
は
人
口
減
少
の
影
響
等
を
受
け
て

や
や
減
少
傾
向
で
推
移
し
て
き
た
。
人
口
減

少
の
影
響
を
除
く
た
め
、
白
書
で
は
総
務
省

「
労
働
力
調
査
」
及
び
「
労
働
力
調
査
（
詳

細
集
計
）」
を
も
と
に
、
人
口
（
労
働
力
人

口
と
非
労
働
力
人
口
の
合
計
）
に
占
め
る
正

規
雇
用
労
働
者
の
割
合
を
集
計
し
て
い
る
。

結
果
を
み
る
と
、
一
五
～
六
四
歳
人
口
に
占

め
る
正
規
雇
用
労
働
者
の
割
合
は
、
二
〇
〇

五
年
か
ら
二
〇
〇
七
年
に
か
け
て
や
や
高

厚
生
労
働
省
が
『
平
成
二
六
年
版
労
働
経
済
白
書
』
を
発
表 

　
　
　
―
副
題
は
「
人
材
力
の
最
大
発
揮
に
向
け
て
」

〈
ス
ペ
シ
ャ
ル
ト
ピ
ッ
ク
〉

図 1　大幅に増加した雇用
（過去の景気回復期と比較した生産と労働投入の関係）
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資料出所	 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「労働力調査」、経済産業省「鉱
工業指数」「全産業活動指数」	「第 3次産業活動指数」をもとに厚生労働省労働政
策担当参事官室にて作成
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ま
っ
た
後
、
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
て
お
り
、

「
人
口
に
占
め
る
正
規
雇
用
労
働
者
の
割
合

は
そ
れ
ほ
ど
変
化
し
て
い
な
い
」。
こ
れ
に

対
し
、
女
性
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
三
年
か
ら

二
〇
一
三
年
に
か
け
て
、
各
年
齢
層
で
正
規

雇
用
の
割
合
が
む
し
ろ
高
ま
っ
て
き
て
い
る

と
い
う
。

賃
金
引
上
げ
の
動
き

　

一
方
、
二
〇
一
一
年
以
降
、
二
年
連
続
で

減
少
し
て
き
た
現
金
給
与
総
額
も
二
〇
一
三

年
は
持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
た
。
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
比
率
の
高
ま
り
で
所
定
内

給
与
は
減
少
し
た
も
の
の
、
好
調
な
生
産
活

動
を
受
け
た
所
定
外
給
与
や
特
別
給
与
が
増

加
し
た
。

　

マ
ク
ロ
の
消
費
へ
の
影
響
と
い
う
点
で
は
、

一
人
当
た
り
の
賃
金
に
労
働
者
数
を
掛
け
合

わ
せ
た
「
雇
用
者
所
得
」
を
み
る
必
要
が
あ

る
が
、
白
書
が
厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統

計
調
査
」や
総
務
省
統
計
局「
労
働
力
調
査
」

「
消
費
者
物
価
指
数
」
を
も
と
に
分
析
し
た

結
果
に
よ
れ
ば
「
雇
用
者
数
の
増
加
が
物
価

上
昇
に
よ
る
押
下
げ
効
果
を
上
回
っ
た
こ
と

に
よ
り
、
二
〇
一
三
年
の
実
質
雇
用
者
所
得

は
前
年
に
比
べ
て
増
加
し
て
お
り
、
マ
ク
ロ

の
個
人
消
費
の
伸
び
に
貢
献
し
た
と
考
え
ら

れ
る
」
と
い
う
（
図
２
）。
ま
た
、「
二
〇
一

四
年
の
春
季
労
使
交
渉
で
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
を

含
め
た
賃
金
の
引
上
げ
を
行
う
企
業
が
多
く

み
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、
今
後
は
名
目
で
み
た

賃
金
や
実
質
雇
用
者
所
得
、
そ
し
て
マ
ク
ロ

の
消
費
に
も
プ
ラ
ス
の
影
響
が
働
く
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
」
な
ど
と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
白
書
は
、
賃
金
の
上
昇
を
可
能
と

す
る
今
後
の
環
境
に
つ
い
て
も
分
析
し
て
い

る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
財
務
省
「
法
人
企
業

統
計
調
査
」（
年
報
）
を
も
と
に
し
た
推
計
に

よ
り
、「
実
質
労
働
生
産
性
上
昇
率
が
高
く
な

る
に
つ
れ
、
実
質
賃
金
上
昇
率
も
高
く
な
る

関
係
が
あ
る
」（
図
３
）
こ
と
か
ら
、
経
済
の

好
循
環
の
実
現
に
向
け
て
企
業
収
益
の
拡
大

を
持
続
的
な
賃
金
上
昇
に
つ
な
げ
る
に
は
、

「
労
働
生
産
性
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
」

で
あ
る
、
と
改
め
て
指
摘
。

　

そ
の
う
え
で
、
労
働
生
産
性
の
向
上
に
は
、

「
資
本
装
備
率
の
上
昇
」
と
「
全
要
素
生
産

性
（
労
働
の
質
的
な
変
化
な
ど
様
々
な
要
素

が
影
響
）
の
上
昇
」
の
二
つ
の
要
因
が
あ
る

が
、
経
済
産
業
研
究
所
の
「
Ｊ
Ｉ
Ｐ
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
二
〇
一
三
」
を
も
と
に
推
計
し
た
と

こ
ろ
、「
程
度
の
違
い
は
あ
る
も
の
の
、
製
造

業
・
非
製
造
業
と
も
に
、
Ｉ
Ｔ
資
本
装
備
率

が
高
く
な
る
ほ
ど
労
働
生
産
性
が
高
く
な
っ

て
い
る
」
こ
と
、
ま
た
、「
労
働
の
質
が
高
く

な
る
ほ
ど
労
働
生
産
性
が
高
く
な
る
こ
と
が

窺
わ
れ
る
」
こ
と
か
ら
、「
Ｉ
Ｔ
資
本
へ
の
投

資
に
加
え
、
職
場
内
外
で
の
能
力
開
発
等
を

通
じ
た
人
的
資
本
の
蓄
積
に
よ
る
労
働
の
質

の
向
上
を
図
り
、
労
働
生
産
性
を
高
め
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
」
こ
と
な
ど
を
提
言

し
て
い
る
。

 

第
二
章
よ
り

就
労
意
欲
を
引
き
出
す
人
材
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

　

労
働
者
の
働
く
意
欲
を
引
き
出
し
、
そ
の

能
力
を
最
大
限
発
揮
さ
せ
る
人
材
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
と
は
ど
の
よ
う
な
も
の
だ
ろ
う
か
。

　

労
働
者
の
就
労
意
欲
が
高
ま
れ
ば
、
人
材

の
定
着
率
に
直
接
関
係
す
る
と
と
も
に
、
仕

事
を
通
じ
た
経
験
に
よ
っ
て
人
的
資
本
が
高

ま
る
こ
と
を
意
味
し
、
企
業
の
生
産
性
や
収

益
性
に
も
良
い
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
そ
こ
で
白
書
は
、労
働
政
策
研
究
・

図２　賃金引上げの動き
（実質雇用者所得の前年比の要因分解） （賃上げ集計結果）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　総務省統計局「労働力
調査」「消費者物価指数」をもとに厚生労働省労働政策担
当参事官室にて作成

（注）１）雇用者所得は、雇用者数（非農林業）×現金給与総額で
算出し、実質化のデフレーターは、「持家の帰属家賃を除
く総合」を使用。

　　　２）現金給与総額は、調査産業計、事業所規模５人以上。

資料出所	 厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」、（一社）
日本経済団体連合会　「春季労使交渉・大手企業業種別妥結
結果（加重平均）（最終集計）」、日本労働組合総連合会　「春
季生活闘争最終回答集計結果」

（注）１）	 民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況の 2003 年以前の主
要企業の集計対象は、原則として、東証又は大証１部上場企
業のうち資本金 20億円以上かつ従業員数 1,000 人以上の労
働組合がある企業であり、2004 年以降の集計対象は、原則
として、資本金 10億円以上かつ従業員 1,000 人以上の労働
組合がある企業である（加重平均）。

　　　２）	 連合の集計組合は規模計であり、299人以下の中小組合を含む。
　　　３）経団連（大手）の集計対象は、原則として東証一部上場、従

業員 500人以上の企業である。
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図３　賃金の上昇を可能とする環境の整備に向けて

資料出所	 財務省「法人企業統計調査」（年報）をもとに厚生労
働省労働政策担当参事官室にて推計

（注）１）	 労働生産性は、従業員１人当たり付加価値をGDPデ
フレータで実質化したもの。

　　　２）	 実質賃金は、名目賃金＝人件費／従業員数とした上で、
GDPデフレータで実質化したもの。

　　　３）	 1995 年度から 2012 年度までの数値。

資料出所　（独）経済産業研究所「JIP データベース 2013」をもとに厚生労働
省労働政策担当参事官室にて推計

（注）１）	 JIPデータベースの産業分類8-59を製造業、60-97を非製造業（デー
タが使用できない 72住宅を除く）としている。

　　　２）	 実質労働生産性は、実質付加価値（100万円）／マンアワー（1000
人×総実労働時間）で算出し、対数変換している。

　　　３）	 IT 資本装備率は、IT 資本ストック（100万円、2000 年価格）／従
業者数（人）で算出し、対数変換している。

　　　４）労働の質指数は 2000 年 =1.000 としたもの。
　　　５）データは、2005 年から 2010 年までプールしたもの。

y = 0.6778x + 5.6918
（13.56） （75.1）

0

2

4

6

8

R² = 0.3732

10

12

0‐2 4 62

実
質
労
働
生
産
性

製造業

IT資本装備率

y = 0.5415x + 5.9921
（28.6）（187.9）

0

2

4

6

R² = 0.7885

8

10

12

‐4 0‐2 42 6

実
質
労
働
生
産
性

非製造業

IT資本装備率

y = 7.4866x - 1.5554

2

（3.83） （-0.76）

4

6

8

10

R² = 0.0625

0.9 1 1.1

実

1.2

質
労
働
生
産
性

非製造業

労働の質指数

y = 6.6236x - 0.497
（4.1） （-0.29）

2

4

6

8

R² = 0.0515

10

12

10.9 1.1

実

1.2

質
労
働
生
産
性

製造業

労働の質指数

‐6.0

‐4.0

0

‐2.0

2.0

4.0

6.0

8.0

y = 0.2993x + 0.5912
（4.27） （1.26）

R² = 0.3495

‐20.0 0‐10.0 10.0

実

20.0

質
賃
金
上
昇
率

％

実質労働生産性上昇率（％）

製造業

非製造業



スペシャルトピック

Business Labor Trend 2014.10

38

研
修
機
構
「
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
あ
り
方

に
関
す
る
調
査
」（
二
〇
一
四
）
を
も
と
に
、

労
働
者
の
就
労
意
欲
別
に
み
た
定
着
率
を
集

計
（
図
４
）
し
、「
労
働
者
の
就
労
意
欲
が
高

い
と
考
え
る
企
業
で
は
、
定
着
率
が
高
く
な

る
と
と
も
に
、
企
業
の
労
働
生
産
性
も
高
い

傾
向
に
あ
る
」
と
指
摘
。
さ
ら
に
、
よ
り
客

観
的
に
企
業
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
示
す
財
務

指
標
の
「
売
上
高
経
常
利
益
率
」
を
み
る
と
、

「
就
労
意
欲
が
高
い
と
考
え
る
企
業
で
は
、

売
上
高
経
常
利
益
率
も
高
く
な
っ
て
い
る
こ

と
が
う
か
が
え
る
」
と
し
て
い
る
。

　

白
書
は
ま
た
、
労
働
者
の
就
労
意
欲
が
高

い
と
考
え
る
企
業
と
低
い
と
考
え
る
企
業
の

間
の
雇
用
管
理
の
違
い
に
も
着
目
し
て
い
る
。

同
調
査
を
集
計
し
た
結
果
に
よ
る
と
、「
就
労

意
欲
が
高
い
と
考
え
て
い
る
企
業
で
は
、
雇

用
形
態
に
か
か
わ
り
な
く
、
広
範
な
雇
用
管

理
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
」（
図
５
）。

　

正
規
雇
用
労
働
者
に
つ
い
て
は
、「
経
営
戦

略
情
報
、
部
門
・
職
場
で
の
目
標
の
共
有
化
、

浸
透
促
進
」「
職
場
の
人
間
関
係
や
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
」「
優
秀
な
人
材
の
抜

擢
・
登
用
」「
能
力
開
発
機
会
の
充
実
」「
職
務

遂
行
状
況
の
評
価
、
評
価
に
対
す
る
納
得
性

の
向
上
」
と
い
っ
た
項
目
で
、
労
働
者
の
就

労
意
欲
が
高
い
と
考
え
る
企
業
と
低
い
と
考

え
る
企
業
の
間
の
取
り
組
み
に
差
が
み
ら
れ

る
。
こ
れ
に
対
し
、 

非
正
規
雇
用
労
働
者
で

は
、「
長
時
間
労
働
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

対
策
」「
職
務
遂
行
状
況
の
評
価
、
評
価
に
対

す
る
納
得
性
の
向
上
」「
公
正
待
遇
の
実
現
」

と
い
っ
た
項
目
に
差
が
出
て
い
る
。

　

同
様
に
、
人
材
育
成
の
取
り
組
み
の
違
い

を
み
る
と
、
就
労
意
欲
が
高
い
と
考
え
る
企

業
で
は
「
本
人
負
担
の
社
外
教
育
に
対
す
る

支
援
・
配
慮
」
や
「
目
標
管
理
制
度
に
よ
る

動
機
づ
け
」「
計
画
的
・
系
統
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
」

「
定
期
的
な
面
談
」
な
ど
に
も
取
り
組
ん
で

い
る
と
い
う
。
こ
う

し
た
分
析
を
踏
ま
え
、

白
書
で
は
「
多
様
な

労
働
者
に
対
し
て
幅

広
い
人
材
育
成
を
行

い
、
就
労
意
欲
を
引

き
出
す
人
材
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
は
、
企
業
の

持
続
的
成
長
の
基
盤

と
な
る
。
取
り
組
み

が
マ
ク
ロ
な
人
的
資

本
の
蓄
積
に
も
つ
な

が
れ
ば
、
労
働
の
質

の
向
上
に
よ
っ
て
我

が
国
全
体
の
経
済
成

長
に
も
資
す
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
」
な

ど
と
提
言
し
て
い
る
。

 
第
三
章
よ
り

円
滑
な
労
働
移

動
に
向
け
て

　

さ
ま
ざ
ま
な
雇
用

形
態
で
働
く
労
働
者
が
増
加
す
る
中
、
職
業

生
涯
を
通
じ
て
キ
ャ
リ
ア
を
形
成
し
、
安
定

し
た
生
活
を
送
る
に
は
ど
う
す
れ
ば
良
い
の

だ
ろ
う
か
。

　

白
書
は
そ
の
第
三
章
で
、
我
が
国
の
職
業

キ
ャ
リ
ア
の
現
状
に
つ
い
て
分
析
し
て
い
る
。

総
務
省
統
計
局
「
平
成
二
四
年
就
業
構
造
基

本
調
査
」
の
調
査
票
情
報
を
独
自
に
集
計
し

た
結
果
に
よ
る
と
、
男
性
で
は
三
〇
歳
台
か

ら
五
〇
歳
台
半
ば
ま
で
、
約
半
数
が
初
職
か

ら
離
職
す
る
こ
と
な
く
就
業
を
継
続
し
て
い

る
の
に
対
し
、
女
性
で
は
初
職
か
ら
離
転
職

な
く
就
業
を
続
け
て
い
る
者
の
割
合
は
二
割

五
分
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
た
だ
、
世
代
ご

と
に
み
る
と
正
規
雇
用
労
働
者
の
継
続
就
業

率
は
、
と
く
に
女
性
で
近
年
、
上
昇
し
て
き

て
い
る
と
い
う
。

　

ま
た
、
年
収
階
級
別
に
転
職
を
二
回
以
上

経
験
し
て
い
る
者
の
割
合
を
み
る
と
、
お
お

む
ね
年
収
が
五
〇
〇
万
円
未
満
の
層
と
、
年

収
が
一
五
〇
〇
万
円
以
上
の
層
で
高
く
な
っ

て
い
る
。
転
職
希
望
理
由
を
み
る
と
、
高
所

得
者
層
で
は「
知
識
や
技
能
を
活
か
し
た
い
」

が
多
く
な
っ
て
お
り
、「
高
所
得
者
層
を
中
心

に
、
積
極
的
な
理
由
で
転
職
を
行
っ
て
い
る

層
が
存
在
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
」。

　

さ
ら
に
白
書
は
、
自
己
啓
発
と
年
収
の
関

係
に
つ
い
て
も
分
析
し
て
い
る
。
同
調
査
で
、

過
去
一
年
間
の
自
己
啓
発
の
実
施
の
有
無
別

に
正
規
雇
用
労
働
者
の
年
収
分
布
を
独
自
に

集
計
す
る
と
、
自
己
啓
発
を
行
っ
て
い
る
方

が
高
い
年
収
を
得
て
い
る
者
が
多
く
な
っ
て

い
る
と
い
い
、
白
書
で
は
「
高
い
処
遇
を
得

る
た
め
に
は
継
続
的
な
自
己
啓
発
が
重
要
で

あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
」
と
指
摘
し
て

い
る
。

　

ま
た
、
転
職
希
望
の
有
無
別
に
自
己
啓
発

の
実
施
割
合
を
み
る
と
、
比
較
的
年
収
水
準

図４　就労意欲を引き出す人材マネジメントと企業パフォーマンス

図５　就労意欲を高める人材マネジメント
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資料出所	 （独）労働政策研究・研修機構（2014）「人材マネジメントのあり方に関する調査」を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
（注）１）	 同調査では「貴企業における労働生産性（従業員一人当たりの付加価値）や従業員の就労意欲について、「同業他社と比べてどう評価す

るか」を調査している。本図では、就労意欲及び労働生産性について「高い・どちらかと言えば高い」と回答した企業と「低い・どち
らかと言えば低い」と回答した企業に関して集計を行っている。

　　　２）	 入社経過年後の定着率は、「新規に採用した正社員のうち、採用後 3年以上勤めている人の、採用者数に占める割合」を示す。
　　　３）	 売上高経常利益率は、企業の収益性の尺度であり、経常利益を売上高で除した値として定義される。

資料出所	 （独）労働政策研究・研修機構（2014）「人材マネジメントのあり方に関する調査」により厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）	 棒グラフは、従業員の就労意欲が高い、または低いと考える企業別に、各項目に取り組んでいる企業割合を計算し、その差（就労意欲

が高い企業割合－低い企業割合）をポイント差として示している。

（労働者の就労意欲別にみ
た入社経過年別の正社員の

定着率）

（労働者の就労意欲別に
みた売上高経常利益率の

平均値）

（労働者の就労意欲別に
みた「同業他社と比較し
て労働生産性が高い」と
考える企業割合）

（就労意欲が高いと考える企業と低い
と考える企業の雇用管理のポイント差）

（就労意欲が高いと考える企
業と低いと考える企業の人材

育成のポイント差）
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が
高
い
層
で
は
、
転
職
希
望
者
で
さ
ら
に
自

己
啓
発
の
実
施
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
白

書
は
「
高
い
処
遇
を
維
持
し
た
ま
ま
転
職
を

行
お
う
と
す
れ
ば
、
自
己
を
高
め
る
た
め
の

努
力
が
必
要
で
あ
る
と
解
釈
で
き
る
」
と
し
、

「
一
方
で
比
較
的
所
得
が
低
い
層
で
は
、
経

済
的
余
裕
が
十
分
で
な
い
こ
と
等
か
ら
、
必

要
な
自
己
啓
発
が
行
え
て
い
な
い
可
能
性
が

あ
る
」
と
も
指
摘
。「
円
滑
な
労
働
移
動
を

促
進
す
る
に
は
、
公
共
職
業
訓
練
、
労
働
者

の
自
己
啓
発
に
対
す
る
支
援
等
の
公
的
支
援

の
充
実
、
労
働
者
の
職
業
能
力
の
見
え
る
化

等
、
労
働
市
場
イ
ン
フ
ラ
の
戦
略
的
強
化
が

重
要
で
あ
る
」
な
ど
と
提
言
し
て
い
る
。

非
正
規
雇
用
か
ら
正
規
雇
用
へ
の

移
行
に
向
け
て

　

職
業
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
一
環
と
し
て
、「
若

年
不
本
意
非
正
規
雇
用
労
働
者
」
の
問
題
や
、

「
非
正
規
雇
用
か
ら
正
規
雇
用
へ
の
移
行
」に

向
け
た
方
策
な
ど
に
つ
い
て
も
触
れ
て
い
る
。

　

厚
生
労
働
省
「
平
成
二
二
年
就
業
形
態
の

多
様
化
に
関
す
る
総
合
実
態
調
査
」
に
よ
れ

ば
、「
正
社
員
と
し
て
働
け
る
会
社
が
な
か
っ

た
か
ら
」
と
す
る
い
わ
ゆ
る
「
不
本
意
非
正

規
雇
用
労
働
者
」
は
、
非
正
規
雇
用
労
働
者

の
う
ち
お
よ
そ
二
割
存
在
し
て
い
る
。
白
書

で
は
、
こ
う
し
た
不
本
意
非
正
規
雇
用
労
働

者
の
産
業
・
職
業
の
分
布
特
性
を
、
総
務
省

統
計
局「
平
成
二
四
年
就
業
構
造
基
本
調
査
」

を
独
自
に
集
計
し
な
が
ら
分
析
し
て
い
る

（
図
６
）。
結
果
を
み
る
と
、
一
五
歳
か
ら

二
四
歳
層
で
は
「
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス

業
」「
卸
売
業
、
小
売
業
」
と
い
っ
た
産
業
や
、

「
販
売
」「
サ
ー
ビ
ス
」
な
ど
の
職
業
で
、
不

本
意
非
正
規
の
割
合
が
高
い
。
ま
た
、
二
五

歳
か
ら
三
四
歳
層
で
み
る
と
、「
製
造
業
」「
運

輸
業
、
郵
便
業
」「
医
療
、
福
祉
」「
サ
ー
ビ
ス

業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）」
と
い
っ

た
産
業
で
多
く
、「
専
門
的
・
技
術
的
職
業
従

事
者
」
や
「
事
務
従
事
者
」「
生
産
工
程
従
事

者
」「
運
搬
・
清
掃
・
包
装
等
従
事
者
」
と
幅

広
い
職
業
で
割
合
が
高
く

な
っ
て
い
る
。

　

そ
れ
で
は
、
非
正
規
雇

用
か
ら
正
規
雇
用
へ
移
行

す
る
に
は
、
ど
う
す
れ
ば

良
い
の
だ
ろ
う
か
。
同
調

査
を
分
析
し
た
白
書
に
よ

れ
ば
、
前
職
が
非
正
規
雇

用
の
労
働
者
が
正
規
雇
用

へ
と
移
行
す
る
際
に
は
、

「
同
一
産
業
・
職
業
間
で

移
行
す
る
割
合
が
高
い
」

と
い
う
。
中
で
も
と
く
に
、

産
業
別
に
み
て
移
行
割
合

が
高
い
の
は
、「
医
療
、
福

祉
」
や
「
教
育
、
学
習
支

援
業
」「
建
設
業
」
な
ど
。

職
業
別
で
は
、「
専
門
・
技

術
的
職
業
」や「
輸
送
・
機

械
運
転
」
な
ど
で
移
行
割

合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
職
業
に
つ
い

て
詳
し
く
み
る
と
、「
営
業

職
」「
看
護
師
」「
自
動
車
運

転
従
事
者
」「
建
設
・
土
木
作
業
従
事
者
」
と

い
っ
た
有
資
格
者
や
、
ス
キ
ル
が
求
め
ら
れ

る
職
業
で
の
正
規
雇
用
移
行
率
が
高
く
な
る

傾
向
が
示
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。
白
書
で
は

「
個
々
の
産
業
や
職
業
に
付
随
す
る
特
殊
的

な
知
識
や
技
術
等
が
、
正
規
雇
用
へ
と
移
行

す
る
際
に
評
価
さ
れ
て
い
る
可
能
性
が
あ

る
」
と
み
て
い
る
。

　

一
方
、
非
正
規
雇
用
か
ら
正
規
雇
用
へ
と

移
行
し
た
者
の
特
徴
を
統
計
的
に
分
析
す
る

と
（
図
７
）、
年
齢
が
若
い
ほ
ど
正
規
雇
用

へ
の
移
行
可
能
性
が
高
い
こ
と
が
分
か
る
と

い
う
。
ま
た
、
前
職
が
非
正
規
の
者
の
就
業

期
間
別
に
み
る
と
、
同
一
の
職
場
で
の
就
業

期
間
が
五
年
以
上
一
〇
年
未
満
の
者
で
、

も
っ
と
も
正
規
雇
用
へ
と
移
行
し
や
す
い
こ

と
も
分
か
る
。

　

さ
ら
に
教
育
訓
練
と
の
関
連
を
み
る
と
、

自
己
啓
発
の
う
ち
「
勉
強
会
・
研
修
会
へ
の

参
加
」
や
「
自
学
・
自
習
」
の
ほ
か
、
公
的

助
成
に
よ
る
自
己
啓
発
へ
の
支
援
と
し
て
の

「
大
学
・
大
学
院
の
講
座
の
受
講
」
が
、も
っ

と
も
大
き
な
プ
ラ
ス
の
効
果
を
持
っ
て
い
る
。

ま
た
、
学
卒
後
、
初
職
と
し
て
正
規
雇
用
に

就
い
た
者
は
、
一
時
的
に
非
正
規
雇
用
の
職

に
就
い
た
と
し
て
も
、
そ
の
後
、
正
規
雇
用

の
職
を
得
や
す
い
こ
と
も
示
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
白
書
は
「
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
を
始
め
と
し
た
公
的
な
就
職
支
援
に

よ
っ
て
、
新
規
学
卒
者
を
正
規
雇
用
の
職
へ

と
結
び
つ
け
る
こ
と
が
生
涯
を
通
じ
た
職
業

キ
ャ
リ
ア
の
安
定
に
重
要
で
あ
る
と
と
も
に
、

労
働
者
の
職
業
能
力
開
発
に
向
け
た
自
発
的

な
取
組
を
促
進
さ
せ
る
な
ど
的
確
な
能
力
開

発
機
会
を
提
供
し
て
い
く
こ
と
が
、
生
涯
を

通
じ
た
雇
用
の
安
定
に
つ
な
が
っ
て
い
く
」

な
ど
と
提
言
し
て
い
る
。（

調
査
・
解
析
部
）

図６　販売、サービス職業に多い若年不本意非正規雇用労働者

図７　非正規雇用から正規雇用への移行に向けて

資料出所	 総務省統計局 ｢平成 24年就業構造基本調査」の調査票情報を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
（注）１）	 不本意非正規割合が５％を超える産業・職業について掲載している。
　　　２）	 年齢別の不本意非正規は、個々の職種・業種に占める不本意非正規割合（不本意非正規雇用労働者数／職種・業種内の全非正規

雇用労働者数）を算出した。

資料出所	 総務省統計局「平成 24年就業構造基本調査」の調査票情報をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
（注）１）	 有意水準が 10％未満の要因について上図にまとめている。
　　　２）	 上図の値は、分析結果の「限界効果」を指し、各要因の括弧に示される「ベース」と比較した正規移行確率の差を示している。
	 例えば、年齢が 20歳から 24歳であれば、前職が非正規雇用であった 60歳以上層と比較し、20.3％高い確率で正規雇用に移

行できる可能性を表す。
	 このため、ベースの異なる要因間の限界効果の比較には意味がないことに留意が必要。
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